
令和５年度 ：①避難確保計画未策定の要配慮者利用施設が存在、かつ、避難行動要支援者
名簿に記載等された情報を提供していない市町村が単独で策定する整備計
画は重点配分の対象外

②該当市町村が単独で都道府県と策定している整備計画は重点配分の対象外
令和６年度以降： 避難確保計画未策定の要配慮者利用施設が存在、かつ、避難行動要支援者

名簿に記載等された情報を提供していない自治体が策定主体に含まれる整備
計画は重点配分の対象外

要配慮者利⽤施設の避難確保計画作成について

平成２９年に水防法及び土砂災害防止法が改正され、洪水による浸水が想定され
る区域内や土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設の管理者は避難確保計画の作成
及び避難訓練の実施が義務付けられた。

国の水防災意識社会再構築ビジョン緊急行動計画において、令和３年度末までに
すべての施設で避難確保計画の作成や避難訓練の実施が目標となっている。

２ 令和５年度以降の防災・安全交付⾦の重点配分対象の⾒直しについて

避難確保計画の報告及び避難訓練の結果の報告を受けた市町村長は、必要に応じて、要配
慮者利用施設の管理者等に対して助言・勧告することとされた。

市町村においては、防災部局と福祉部局等が協力して要配慮者利用施設の管理者等に対し
て適切に助言・勧告するための体制の構築が求められる。

②市町村が施設に対して避難確保計画に関する助言・勧告が出来る制度の創設

洪水予報河川又は水位周知河川に加え、一級河川及び二級河川（洪水による災害の発生を
警戒すべきものとして国土交通省令で定める基準に該当する河川（住宅等の防護対象のある
河川））について、洪水浸水想定区域の指定対象に追加された。

③洪水浸水想定区域の指定対象の拡大

１ 概要

①市町村に避難訓練の報告義務

対象の要配慮者利用施設の管理者等は、避難訓練を実施した場合には、市町村長に対して、
実施した避難訓練の結果を報告することが義務化された。

資料８

令和３年の法改正に伴い、下記の項目が追加された。

３ 県の取組
対象施設の全てで避難確保計画の作成がなされた市町村がある一方で、対象施設の作成が進ん

でいない市町村がある。令和7年度は、作成率の低い一部市町のヒアリングを行い、取組状況
を確認するとともに効果的な取組の共有を行った。また、県研修会の講師として制度の説明を
行うとともに、県庁内連絡会議において県担当部局から対象施設への働きかけを依頼した。

令和8年度においても、作成率が低い市町村や、昨年度ヒアリングを実施した市町において計
画作成が促進されるよう、事例共有や説明会講師の受託等、必要な支援を行う。

令和３年の水防法改正に伴い、洪水浸水想定区域図作成の対象河川が増加しており、指定予定
河川について、市町村に別途周知する。なお、これに伴い、地域防災計画の改定や避難計画の
策定が必要となる。



要配慮者利⽤施設の避難確保計画作成について

４ 避難確保計画の作成状況（令和7年９⽉３０⽇時点）


